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１ 令和５年度の指導監査の取組 

  社会福祉法人や介護保険・障害福祉サービス提供事業者等に対して行っている

本県の監査・指導については、実地による監査を基本としており、毎年度多数の指

摘を行い、利用者が安心できるよう改善を求めています。 

  しかし、令和２年度以降は、新型コロナウイルス感染症の影響により、福祉監査

の基本である対面・現地での監査実施に支障が出る状況となったため、「新たな日

常」に対応し、事務改善を中心とした監査・指導の指針により、従来からの実地に

よる監査に加え、ＩＣＴを活用したオンラインによる監査も併用するとともに、動

画配信による集団指導等により、効率的・効果的な手法を用いて監査・指導を実施

しました。 

 

（１）社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査 

① 社会福祉法人指導監査 

社会福祉法人の指導監査は、法定受託事務であることから、厚生労働省の通

知に基づき、新型コロナウイルス感染症の感染状況を考慮のうえ、法人の了承

のもと、感染防止対策を十分に行ったうえで、実地での指導監査を実施しまし

た。 

 

  ② 社会福祉施設指導監査 

   新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、実地による監査とＷｅｂ

会議システムを活用したオンラインによる監査を組み合わせて指導監査を実施

しました。 

 

  ③ 県・市連絡会議、社会福祉法人運営研修会 

市に権限移譲された社会福祉法人認可事務等の円滑化、指導監査時における

指導事項の平準化を図るため、Ｗｅｂ会議システムを活用して県・市連絡会議

を開催しました。 

また、毎年、市と合同で開催している社会福祉法人役員及び幹部職員を対象

とする社会福祉法人運営研修会については、新型コロナウイルス感染症の感染

状況を考慮し、集合での会場開催に代えて、令和５年４月に、三重県インター

ネット放送局で動画配信を行うことにより、社会福祉法人の運営に関する周知

を図りました。 
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（２）介護保険サービス事業所及び障害福祉サービス事業所の指導 

  ① 集団指導 

    令和５年５月に、三重県インターネット放送局で動画配信を行い、動画を視

聴した事業所が報告書等を提出することで、集団指導への参加を確認しまし

た。 

   

② 運営指導・実地指導 

    通常の事業所で行う運営指導・実地指導に加えて、Ｗｅｂ会議システムを

活用したオンラインによる指導を実施するなど、より効率的、効果的な指導手

法を創意工夫し、運営指導・実地指導を実施しました。 
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２ 社会福祉法人及び社会福祉施設 

（１）社会福祉法人及び社会福祉施設の指導監査 

「令和５年度指導監査実施方針」の重点事項を中心に、指導監査を実施し、改

善を図りました。 

（令和５年度指導監査実施方針の重点事項） 

①  適正な法人運営の確保  

②  会計処理の適正化 

③  施設運営の適正化  

④  適切な利用者援助の確保 

⑤  安全対策の確保  

 

（２）実施状況 

指導監査の実施状況は、次のとおりです。 

①  社会福祉法人              （令和６年３月３１日現在） 

対 象 数 実 施 数 

１０４ １２ 

     （注）対象数は、令和５年４月１日現在の三重県所轄法人数です。      

 

 

②  社会福祉施設              （令和６年３月３１日現在） 

区 分 対 象 数 実 施 数 

 

生活保護施設 

婦人保護施設 

児童福祉施設 

 

老 人 福 祉 施 設 等 

障害者支援施設 

 

 

  ３ 

  １ 

４４５ 

(うち保育所334、認定こども園92) 

５０３ 

 ３９ 

 

 

  ０ 

  ０ 

４４５ 

(うち保育所334、認定こども園92) 

 ４１ 

 １２ 

 

計 ９９１ ４９８ 

     （注）対象数は、令和５年４月１日現在の施設数で休止等の施設数は除きます。 
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（３）指摘状況 

指導監査による改善指摘状況は、次のとおりです。 

①  社会福祉法人関係 

社会福祉法等に基づく指導監査を実施した１２法人のうち、１２法人に対

し、７４件の指摘を行いました。主な内容は次のとおりです。 

  ア 「法人運営」に関するもの            ３９件（５２．７％） 

    ・評議員会又は理事会の招集及び決議が適正に行われていない。 

・評議員、理事又は監事になることができない者、適当でない者が選任され 

ている。 

    ・理事として含まれていなければならない者が、選任されていない。 

    ・監事の選任又は解任が適切に行われていない。 

 

  イ 「事業」に関するもの               ３件（ ４．１％） 

    ・定款に従って事業を実施していない。 

  ウ 「管理」に関するもの              ３２件（４３．２％） 

・会計処理の基本的取扱いに沿った会計処理が行われていない。 

・経理規程が正しく制定されていない。 

・会計帳簿類が適正に整備されていない。 

・計算書類等が法令に基づき適正に作成されていない。 

・登記の必要な事項が期限までに行われていない。 

・契約業務等が適正に行われていない。 

②  社会福祉施設関係 

指導監査を実施した４９８施設のうち、３６５施設に１，００５件の指摘を

行いました。主な内容は次のとおりです。 

ア 適切な利用者支援の確保に関するもの       ３７件（ ３．７％） 

・定期の健康診断、衛生管理、感染症等に対する対策が適切に行われていな

い。 

・事故発生の防止及び発生時の対応に関する措置が適切に講じられていな

い。 

 

イ 施設運営の適正な実施の確保に関するもの    ９６８件（９６．３％） 

・管理規程等必要な規程の整備及び運用が適切に行われていない。 

・労働基準法等関係法規の遵守が不十分である。 
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・職員への健康診断等、健康管理が適切に実施されていない。 

・防災対策が適切に行われていない。 

・消火訓練及び避難訓練が適切に行われていない。 

 

表１ 社会福祉法人の指摘項目及び件数     （令和６年３月３１日現在） 

社会福祉法人 指  摘  項  目 指  摘  件 数 

 

 実施 

      １２法人 

 

 指摘 

      １２法人 

Ⅰ 法人運営 ３９（52.7％） 

 １定款 

 ２内部管理体制 

 ３評議員・評議員会 

 ４理事 

 ５監事 

 ６理事会 

 ７会計監査人 

 ８役員等の報酬 

       １ 

       ０ 

      １３ 

       ７ 

       ５ 

      １０ 

       ０ 

       ３ 

Ⅱ 事  業 ３（4.1％） 

 １事業一般 

 ２社会福祉事業 

 ３公益事業 

 ４収益事業 

       ３ 

       ０ 

       ０ 

       ０ 

Ⅲ 管  理 ３２（43.2％） 

 １人事管理 

 ２資産管理 

 ３会計管理 

 ４その他 

       ２ 

       ３ 

      １７ 

      １０ 

計  ７４（100.0％） 

 表２ 社会福祉施設の指摘項目及び件数     （令和６年３月３１日現在） 

指摘項目 

 

社会 

福祉施設 

適切な利用者支援の確保 
施設運営の 

適正な実施の確保 

計 利用者支

援の充実 

 

生活環境

等の確保 

 

自立への

支援援助 

その他 

運営管理

体制の確

立 

職員の確

保、処遇

充実 

防災対策

への取組 

その他 

生活保護施設 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

婦人保護施設※1 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

児童福祉施設※2 ３０ ３ ０ ２８６ ３２６ ２３６ ８８１ 

老人福祉施設等※3 １ ０ ０ ５８ ３８ １２ １０９ 

障害者支援施設 ３ ０ ０ ２ ７ ３ １５ 

計 

実施４９８施設 

指摘３６５施設 

３４ 

(3.4％) 

３ 

(0.3％) 

０ 

(0％) 

３４６ 

(34.4％) 

３７１ 

(36.9％) 

２５１ 

(25.0%) 

１,００５ 

(100.0%) 

３７（3.7%） ９６８（96.3%） 

 （注）※１ 令和６年４月１日からは「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律」（以
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下「女性支援新法」という。）の施行により、売春防止法の一部規定が廃止等され

ることに伴い、女性支援新法第 12 条に基づく婦人保護施設は「女性自立支援施設」

に名称変更されます。 

※２ 児童福祉施設とは、乳児院、母子生活支援施設、保育所、認定こども園、児童養

護施設、障害児入所施設、児童心理治療施設及び児童自立支援施設です。 

    ※３ 老人福祉施設等とは、養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、軽費老人ホーム及

び無料低額介護老人保健施設です。 

  （構成比％）小数点第２位以下四捨五入のため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

 
（４）確認監査 

指導監査において指摘した不適切事項については、継続的な指導を行い、法人

や施設に自主的な改善を求めています。 

なお、令和５年度は対象となる法人はありませんでした。 

また、令和５年度に特別監査を実施した１施設を含め、２施設に対して実施

しました。 

 

（５）特別監査 

法人運営等に重大な問題を有する法人や施設に対しては、随時特別監査を実

施しています。 

 なお、令和５年度は１法人（当該法人所管の８施設を含む。）及び１施設

に対して実施しました。 

 

（６）勧告・公表 

法令、法令に基づいてする行政庁の処分若しくは定款に違反し、又はその運

営が著しく適正を欠くと認めるときは、当該社会福祉法人に対し、期限を定め

て、その改善のために必要な措置（役員の解職を除く。）をとるべき旨を勧告

し、当該勧告を受けた社会福祉法人が期限内にこれに従わなかったときは、そ

の旨を公表することができます。 

なお、令和５年度は対象となる法人はありませんでした。 

 

（７）行政処分等 

勧告を受けた社会福祉法人が、正当な理由がないのに当該勧告に係る措置を

とらなかったときは、当該社会福祉法人に対し、期限を定めて当該勧告に係る

措置をとるべき旨を命じ、当該命令に従わないときは、期間を定めて業務の全

部若しくは一部の停止を命じ、又は役員の解職を勧告し、法令、法令に基づい

てする行政庁の処分若しくは定款に違反した場合であって他の方法により監督

の目的を達することができないとき、又は正当の事由がないのに１年以上にわ

たってその目的とする事業を行わないときは、解散を命ずることができます。 
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なお、令和５年度は対象となる法人はありませんでした。 

 

（８）市町との連携について 

市に権限移譲された社会福祉法人認可事務等が円滑に進むよう支援すると

ともに、指導監査時における指導事項の平準化を図るため、「県・市連絡会

議」を３回開催しました。 

なお、同会議は、新型コロナウイルス感染症の感染防止等を考慮し、Ｗｅ

ｂ会議システムを活用して開催しました 

さらに、市による法人指導監査と県による施設等指導監査を合同で実施す

ることにより、監査対応に係る社会福祉法人等の負担軽減にも取り組みまし

た。 

 

会議名 開催日 出席 

第１回県・市連絡会議 令和５年 ４月１８日 県、１４市 

第２回県・市連絡会議 令和５年１２月１１日 県、１２市 

第３回県・市連絡会議 令和６年 ３月２１日 県、１１市 
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（参考） 

     各所轄庁の社会福祉法人数及び社会福祉施設数 

所轄庁 
所轄社会福祉 

法人数 

所轄社会福祉 

施設数 

津市  ４１ 
― 

四日市市  ３３ ― 

伊勢市  ２３ ― 

松阪市  ２８ ― 

桑名市  １８ ― 

鈴鹿市  ３０ ― 

名張市   ８ ― 

尾鷲市   ２ ― 

亀山市   ８ ― 

鳥羽市   ３ ― 

熊野市   ５ ― 

いなべ市   ８ ― 

志摩市   ３ ― 

伊賀市   ９ ― 

三重県 １０４ ９９１ 

愛知県   １ ― 

岐阜県   １ ― 

奈良県   ２ ― 

和歌山県   １ ― 

国   １ ― 

計 ３２９  

（注）１ 所轄社会福祉法人数は、令和５年４月１日現在 

２ 所轄社会福祉施設数は、令和５年４月１日現在 

３ 国・他県・市の所轄となる社会福祉法人が運営する社会福祉施設  

９９１施設の指導監査は、三重県が実施します。 
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３ 介護保険サービス事業所 

（１）介護保険サービス事業所の指導及び監査 

「令和５年度介護保険サービス事業者等指導・監査実施方針」において重点項

目を定め、介護保険施設・事業所の運営指導を実施するとともに、不適切な介護

保険サービスの提供や介護給付費請求の事務処理に誤りがあった施設・事業所

に対しては、指導を行い、その改善を図りました。 

また、事業運営等について不正が疑われる事業所に対しては、随時監査を実施

しました。 

そのほか、インターネット上での動画配信により集団指導（講習会）を実施し、

法令遵守等に関する指導を行いました。 

 

（令和５年度指導・監査実施方針の重点項目） 

①  法令遵守の状況について（人員・運営基準等に基づき運営され、適正な介  

護報酬の請求が行われているか。等） 

②  虐待行為の状況について（職員が利用者に対し身体的・心理的虐待等を行  

っていないか、研修等の虐待防止の取組が行われているか。） 

③  感染症等対策について（衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延の防

止のための適切な措置が講じられているか。） 

④  サービスの質の確保・向上について（個々の計画に沿ったサービス提供、  

身体拘束の原則禁止、利用者等への説明責任、苦情への対応等が適切に行わ

れているか。等） 

⑤  危機管理への取組について(火災、地震、風水害等発生時における防災対

策､侵入者等に対する防犯対策が確保されているか、業務継続計画(ＢＣＰ)

を策定し、必要な措置を講じているか。等） 

⑥  高齢者向け住宅を設置する法人が運営する居宅サービス事業所等の運営状 

況について（住宅におけるサービスと介護サービスが混同して行われ、虚偽 

のサービス提供記録等により報酬を不正に請求していないか。） 

⑦  職場におけるハラスメント対策について（セクシャルハラスメント、パワ

ーハラスメント及びカスタマーハラスメントの防止のための方針の明確化等

必要な措置を講じているか。） 

 

（２）実施状況 

指導の実施状況は、次表のとおりです。 

対象となる３，３９７施設・事業所のうち、通常型運営指導を１３１（3.9％）

施設・事業所、オンライン型運営指導を１０４（3.1％）事業所に対して実施し
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ました。 

また、集団指導（動画配信）を２，７９５（82.3％）施設・事業所に対して実

施し、法制度の周知を図りました。 

 

表３ 指導の実施状況                （令和６年３月３１日現在） 

区分 対象数 
集団指導 

実施数 

運営指導実施数 

通常型 
オンライン

型 
計 

（介護給付サービス事業）          

訪問介護事業所 ６２１ ４９８ ３８ ０ ３８ 

訪問入浴介護事業所 ２３ ２３ １ ０ １ 

訪問看護事業所 ２２６ １６７ ６ ０ ６ 

訪問リハビリテーション事業所 ３０ ３０ ０ ０ ０ 

居宅療養管理指導事業所 １ ０ ０ ０ ０ 

通所介護事業所 ４８１ ４８１ ２６ ０ ２６ 

通所リハビリテーション事業所 １２５ ９７ １ ０ １ 

短期入所生活介護事業所 ２２３ １７６ １４ ０ １４ 

短期入所療養介護事業所 ８１ ３６ １ ０ １ 

特定施設入居者生活介護事業所 ６１ ５５ ２ ０ ２ 

福祉用具貸与事業所  １３６ １０３ ３ ２６ ２９ 

特定福祉用具販売事業所 １３７ １００ ３ ２６ ２９ 

介護老人福祉施設 １６６ １６６ ７ ０ ７ 

介護老人保健施設 ７６ ７１ １ ０ １ 

介護療養型医療施設 ２ ２ ０ ０ ０ 

介護医療院 ６ ６ ０ ０ ０ 

小計 ２，３９５ ２，０１１ １０３ ５２ １５５ 

（予防給付サービス事業）          

訪問入浴介護事業所 ２４ ２４ １ ０ １ 

訪問看護事業所 ２１４ １６７ ４ ０ ４ 

訪問リハビリテーション事業所 ２９ ２９ ０ ０ ０ 

居宅療養管理指導事業所 １ ０ ０ ０ ０ 

通所リハビリテーション事業所 １２６ ９７ １ ０ １ 

短期入所生活介護事業所 ２０６ １７６ １３ ０ １３ 

短期入所療養介護事業所 ７７ ３６ １ ０ １ 

特定施設入居者生活介護事業所 ５２ ５２ ２ ０ ２ 
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区分 対象数 
集団指導 

実施数 

運営指導実施数 

通常型 
オンライン

型 
計 

福祉用具貸与事業所 １３６ １０３ ３ ２６ ２９ 

特定福祉用具販売事業所 １３７ １００ ３ ２６ ２９ 

小計 １，００２ ７８４ ２８ ５２ ８０ 

計 ３，３９７ ２，７９５ １３１ １０４ ２３５ 

（注）「対象数」は、令和５年４月１日現在の指定事業所数（事業実績のある「みなし事業所」を含む。）です。 

 

（３）運営指導結果 

① 介護給付サービス事業分 

運営指導を実施した１５５施設・事業所のうち、１５３施設・事業所に 

７２０件の改善指導等を行いました。 

主な内容は、次のとおりです。 

 

ア 人員基準に関するもの              ６件（ ０．８％） 

・訪問介護員等の配置が適切でない。 

  イ 運営基準に関するもの            ６８９件（９５．７％） 

・運営規程に定めるべき事項を定めていない。 

・セクハラ、パワハラ等を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講

じていない。 

・感染症又は非常災害発生時における業務継続計画を策定していない。 

・感染症の発生の予防及びまん延の防止のための指針を整備していない。ま

た、その対策を検討する委員会を開催していない。 

・秘密保持について、職員及び職員であった者が、業務上知り得た利用者等

の秘密を漏らすことがないよう、誓約書を徴する等の必要な措置を講じて

いない。 

・苦情相談窓口の表示が適切でない。 

・虐待の発生又は再発を防止するための指針を整備していない。また、その

対策を検討する委員会を開催していない。 

 

ウ 介護給付費の算定に関するもの         １１件（ １．５％） 

・特定事業所加算に係る研修計画が明確でない。 

・初回加算について、サービス提供責任者が同行したことを記録していない。 

・個別機能訓練加算に係る記録が明確でない。 

・介護職員処遇改善加算に係るキャリアパス要件を定めていない。 

  

② 予防給付サービス事業分 

運営指導を実施した８０事業所のうち、７７事業所に３２２件の改善指導 

等を行いました。 
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主な内容は、次のとおりです。 

ア 運営基準に関するもの           ３１７件（９８．４％） 

 主な指導内容は、前記介護給付サービス事業分と同様です。 

 

なお、令和５年度運営指導等における、介護給付費の過誤調整（自主返還）

による返還決定額は、次のとおりです。 

事業所数 返還決定額 （円） 

４ ２４，０６７，５４０ 

（注）令和６年４月末までに確定した金額です。 

 

表４ 介護給付サービス事業に係る指摘件数（運営指導分）（令和６年３月３１日現在） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費 

の算定 
その他 計 

訪問介護事業所 ６ ２０４ ５ ２ ２１７ 

訪問入浴介護事業所 ０ ２ ０ １ ３ 

訪問看護事業所 ０ １８ ０ ０ １８ 

通所介護事業所 ０ １３０ ６ ５ １４１ 

通所リハビリテーション事業所 ０ ４ ０ ０ ４ 

短期入所生活介護事業所 ０ ５１ ０ ２ ５３ 

短期入所療養介護事業所 ０ ４ ０ ０ ４ 

特定施設入居者生活介護事業所 ０ ８ ０ １ ９ 

福祉用具貸与事業所 ０ １２７ ０ １ １２８ 

特定福祉用具販売事業所 ０ １１８ ０ １ １１９ 

介護老人福祉施設 ０ １８ ０ １ １９ 

介護老人保健施設 ０ ５ ０ ０ ５ 

計 

実施 155 施設・事業所 

指摘 153 施設・事業所 

 

６ 

(0.8%) 

 

６８９ 

(95.7%) 

 

１１ 

(1.5%) 

 

１４ 

(1.9%) 

 

７２０ 

(100.0%) 

（注）構成比は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

 
表５ 予防給付サービス事業に係る指摘件数（運営指導分）（令和６年３月３１日現在） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費 

の算定 
その他 計 

訪問看護事業所 ０ ８ ０ ０ ８ 

通所リハビリテーション事業所 ０ ４ ０ ０ ４ 

短期入所生活介護事業所 ０ ４８ ０ ２ ５０ 

短期入所療養介護事業所 ０ ４ ０ ０ ４ 

特定施設入居者生活介護事業所 ０ ８ ０ １ ９ 

福祉用具貸与事業所 ０ １２７ ０ １ １２８ 

特定福祉用具販売事業所 ０ １１８ ０ １ １１９ 
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指摘項目 

指定施設・事業所 

人員基準

関係 

運営基準

関係 

給付費 

の算定 
その他 計 

計 

実施 80 事業所 

指摘 77 事業所 

 

０ 

(0.0%) 

 

３１７ 

(98.4%) 

 

０ 

(0.0%) 

 

５ 

(1.6%) 

 

３２２ 

(100.0%) 

 

表６ 有料老人ホームに係る指摘件数（一般検査分）   （令和６年３月３１日現在） 

指摘項目 

指定施設・事業所 

人員指針 

関係 

運営指針 

関係 
その他 計 

有料老人ホーム ０ １９５ ０ １９５ 

 

（４）監査結果 

事業運営に不正等が疑われた１事業者の１事業所に随時監査を実施し、継続し

て調査しています。 

 

４ 障害福祉サービス事業所 

（１）障害福祉サービス事業所の指導及び監査 

「令和５年度障害福祉サービス事業者等指導・監査実施方針」において重点項

目を定め、障害福祉サービス事業所の実地指導を実施するとともに、不適切なサ

ービスの提供や給付費請求の事務処理に誤りがあった事業所に対しては、指導

を行い、その改善を図りました。 

また、事業運営等について不正が疑われる施設・事業所に対しては、随時監査

を実施しました。 

そのほか、インターネット上での動画配信により集団指導（講習会）を実施し、

法令遵守等に関する指導を行いました。 

 

（令和５年度指導・監査実施方針の重点項目） 

①  法令遵守の状況について（人員・運営基準等に基づき運営され、適正な報  

 酬の請求が行われているか。等） 

②  虐待行為の状況について（職員が利用者に対し身体的・心理的虐待等を行

っていないか、研修等の虐待防止の取組が行われているか。） 

③  感染症等対策について（衛生管理の徹底と感染症の発生及びまん延の防

止のための適切な措置が講じられているか。） 

④  サービスの質の確保・向上について（個々の計画に沿ったサービス提供、  

利用者の人権擁護、利用者等への説明責任、苦情への対応等が適切に行われ

ているか。等） 

⑤  危機管理への取組について（火災、地震、風水害等発生時における防災対
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策、侵入者等に対する防犯対策が確保されているか、業務継続計画(ＢＣＰ)

を策定し、必要な措置を講じているか。等） 

⑥  就労継続支援Ａ型事業所の運営状況について（利用者に支払う賃金が自  

立支援給付から支払われていないか。等） 

⑦  放課後等デイサービス事業所の運営状況について（「放課後等デイサー

ビスガイドライン」が遵守されているか。等） 

⑧  就労系サービスにおける経理処理の状況について（経理区分が会計基準

に則り適切に処理されているか。） 

⑨  職場におけるハラスメント対策について（セクシャルハラスメント、パ

ワーハラスメント及びカスタマーハラスメントの防止のための方針の明確

化等必要な措置を講じているか。） 

⑩  児童発達支援事業所、放課後等デイサービス事業所における障がい児の

安全対策について（安全計画を策定し、その計画に従い必要な措置を講じ

ているか。等） 

 

（２）実施状況 

指導の実施状況は、次表のとおりです。 

対象となる２，２８９施設・事業所のうち、通常型実地指導を９１(4.0%)事業

所に対して実施しました。 

また、集団指導（動画配信）を１，９７１(86.1%)施設・事業所に対して実施

し、法制度の周知を図りました。 

 

表７ 指導の実施状況              （令和６年３月３１日現在） 

区分 対象数 
集団指導 

実施数 

実地指導実施数 

通常型 
オンライン

型 
計 

居宅介護事業所 ３２６ ２６９ １４ ０ １４ 

重度訪問介護事業所 ２２３ １５１ ９ ０ ９ 

同行援護事業所 ８２ ６８ ２ ０ ２ 

行動援護事業所 ２４ ２４ ３ ０ ３ 

療養介護事業所  ５ ４ ０ ０ ０ 

生活介護事業所 ２２１ １９０ ３ ０ ３ 

短期入所事業所 １２１ １０４ ０ ０ ０ 

自立訓練（機能訓練）事業所 １ １ ０ ０ ０ 

自立訓練（生活訓練）事業所 ２１ １８ ０ ０ ０ 

就労移行支援事業所 ３７ ３３ １ ０ １ 
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区分 対象数 
集団指導 

実施数 

実地指導実施数 

通常型 
オンライン

型 
計 

就労継続支援（Ａ型）事業所 ８２ ７５ ５ ０ ５ 

就労継続支援（Ｂ型）事業所 ２８９ ２６５ １０ ０ １０ 

就労定着支援事業所 １９ １９ ２ ０ ２ 

障害者支援施設 ４０ ３４ ０ ０ ０ 

共同生活援助事業所 １８６ １６０ ２ ０ ２ 

自立生活援助事業所 ２ ２ ０ ０ ０ 

地域移行支援事業所 ２５ ２２ ０ ０ ０ 

地域定着支援事業所 ２２ １９ ０ ０ ０ 

児童発達支援事業所 ２０３ １８１ １６ ０ １６ 

居宅訪問型児童発達支援事業所 １０ ９ １ ０ １ 

放課後等デイサービス事業所 ３０３ ２７７ １８ ０ １８ 

保育所等訪問支援事業所 ３８ ３７ ５ ０ ５ 

福祉型障害児入所施設 ４ ４ ０ ０ ０ 

医療型障害児入所施設 ５ ５ ０ ０ ０ 

計 ２，２８９ １，９７１ ９１ ０ ９１ 

（注）対象数は、令和５年４月１日現在の指定事業所数です。 

 

（３）実地指導結果 

実地指導を実施した９１事業所のうち、８２事業所に５９４件の改善指導等

を行いました。 

主な内容は、次のとおりです。 

 

①  人員基準に関するもの             １８件（ ３．０％） 

・児童指導員等の配置が適切でない。 

 

②  運営基準に関するもの            ５１９件（８７．４％） 

・法定代理受領により給付費の支給を受けた場合に、利用者等に対し、給付費

の額を通知していない。 

・感染症又は非常災害発生時における業務継続計画を策定していない。 

・セクハラ、パワハラ等を防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じ 

ていない。 

・利用定員を超えてサービスの提供を行っている。 

・障がい児の安全の確保を図るための安全計画を策定していない。 
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・感染症の発生の予防及びまん延の防止のための指針を整備していない。 

  また、その対策を検討する委員会を開催していない。 

・身体的拘束等の適正化を図るための指針を整備していない。また、その対策 

を検討する委員会を開催していない。 

・虐待の発生又は再発を防止するための対策を検討する委員会を開催してい 

ない。 

・苦情相談窓口の表示が適切でない。 

 

③  給付費の算定に関するもの           ５０件（ ８．４％） 

・身体拘束廃止未実施減算の要件に該当するにも関わらず、減算していない。 

・児童指導員等加配加算について、算定要件を満たしていない。 

・専門的支援加算について、算定要件を満たしていない。 

・福祉・介護職員処遇改善加算に係るキャリアパス要件を定めていない。 

 

なお、令和５年度実地指導等における、給付費の過誤調整（自主返還）に

よる返還決定額は、次のとおりです。 

事業所数 返還決定額 （円） 

７ １６，３５５，８６３ 

（注）令和６年４月末までに確定した金額です。 

 
 表８  障害福祉サービス事業に係る指摘件数（実地指導分）（令和６年３月３１日現在） 

指摘項目 
指定施設・事業所 

人員基準
関係 

運営基準
関係 

給付費 
の算定 

その他 計 

居宅介護事業所 １ ８３ ４ ２ ９０ 

重度訪問介護事業所 ０ ３２ ２ ０ ３４ 

同行援護事業所 ０ １３ ２ ０ １５ 

行動援護事業所 ０ １８ ２ ０ ２０ 

生活介護事業所 ０ ２４ ４ ３ ３１ 

就労移行支援事業所 ０ ５ １ ０ ６ 

就労継続支援（Ａ型）事業所 ０ ３１ ０ ０ ３１ 

就労継続支援（Ｂ型）事業所 １ ８８ ３ ２ ９４ 

就労定着支援事業所 ０ ９ ０ ０ ９ 

共同生活援助事業所 ０ １５ ０ ０ １５ 

児童発達支援事業所 ８ ７３ １４ ０ ９５ 

居宅訪問型児童発達支援事業所 ０ ６ ０ ０ ６ 

放課後等デイサービス事業所 ８ １０６ １８ ０ １３２ 

保育所等訪問支援事業所 ０ １６ ０ ０ １６ 

計 
実施 91 事業所 
指摘 82 事業所 

 
１８ 

(3.0%) 

 
５１９ 

(87.4%) 

 
５０ 

(8.4%) 

 
７ 

(1.2%) 

 
５９４ 

(100.0%) 
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（４）監査結果 

事業運営に不正等が疑われた２事業者の６施設・事業所に随時監査を実施し、

１事業者の４施設・事業所については、行政処分を相当とする事案は認められま

せんでした。 

１事業者の２事業所については、継続して調査しています。 

 

５ 行政監査  

（１）県福祉事務所、市町等の監査 

社会福祉法、児童福祉法及び「令和５年度児童福祉行政指導監査実施方針」に

より、児童福祉行政について行政監査を実施し、改善を図りました。 

 

（２）実施状況             （令和６年３月３１日現在） 

区    分 対 象 数 実 施 数 

県福祉事務所      ４    ０ 

児童相談所      ６     ０ 

市町福祉行政 ２９ ２９ 

                

（３） 指摘事項 

市町福祉行政 

監査を実施した２９市町のうち、２０市町に４１件の指摘を行いました。 

内容は次のとおりです。 

①  児童福祉行政事務処理体制の状況      ３８件（９２．７％） 

②  要保育児童の把握状況            ３件（７．３％） 

③  保育の実施事務処理状況           ０件（０％） 

④  保育所等運営費の事務処理状況        ０件（０％） 

⑤  入所施設措置費の事務処理状況        ０件（０％） 

 

表９ 市町行政監査の指摘項目及び件数      （令和６年３月３１日現在） 

指摘項目 

 

市 町 

児童福祉行

政事務処理

体制 

要保育児童

の把握 

保育の実施

事務処理 

保育所等運

営費の事務

処理 

入所施設措

置費の事務

処理 

計 

児童福祉行政 

実施14市15町 

(指摘9市11町) 

 

３８ 

(92.7％) 

 

３ 

(7.3％) 

 

０ 

(0％) 

 

０ 

(0％) 

 

０ 

(0％) 

 

４１ 

(100.0％) 

 （注）構成比は、小数点以下第２位を四捨五入しているため、合計が 100.0％にならない場合があります。 

 

６ 公益法人等立入検査 

（１）公益法人の検査 

子ども･福祉部が所管する５公益法人のうち、１公益社団法人及び１公益財団

法人の立入検査を実施しました。 
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（２）実施状況               （令和６年３月３１日現在） 

区 分 対象数 実施数 

公益法人※ ５ ２ 

公益社団法人 

公益財団法人 

１ 

４ 

１ 

１ 

（注）対象数は令和５年４月１日現在の子ども・福祉部所管法人数です。 

    ※ 新制度の公益社団法人及び公益財団法人です。 

   


